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はじめに

平成23年3月11日の東日本大震災では、古くから畜産が盛んな東北地方が、地震によるイ

ンフラ等への直接的被害だけでなく東京電力福島第一原子力発電所の事故による二次災害で甚

大な被害を受けました。特に、汚染稲ワラを原因として牛肉の放射性セシウム汚染が明らかと

なった栃木、宮城、福島、岩手の4県では、畜産物の出荷停止や消費者からの買い控えにより

大きな損害を受けました。ここで起きた風評被害は、震災後約3年が経過した頃から、栃木、

宮城については全国平均価格に戻り、岩手では平均以上の価格をつけるまでに回復しました。

しかし、福島県産牛肉については、全頭の放射性物質汚染検査を実施していますが、平成29

年度においても全国平均の9割程度の低価格を示す風評被害が続いており、この福島県に集中

して復興支援活動を実施することが緊急の課題です。

被災地の畜産物に対する理解を得るには、正しい情報の把握・整理とその適切な伝達手段の

恒常的な整備が不可欠です。そのため、東京大学大学院農学生命科学研究科附属食の安全研究

センターでは、平成23-28年度日本中央競馬会畜産振興事業において、放射性物質と畜産物の

安全に関する調査及びリスクコミュニケーション事業を実施してきました。これまで実施した

消費者意識調査では、食品に潜在する危害因子として放射性物質と腸管出血性大腸菌など食中

毒の原因を対比させ、これらのリスクを消費者がどのようにとらえているかについて調査を続

けてきました。その結果、震災から数年経過する間に、腸管出血性大腸菌による大規模な食中

毒事件が続き、その影響と思われますが放射性物質汚染よりも食中毒のリスクを高く認識する

消費者は多いことが判明しました。さらに、放射性物質汚染に関する政府の対応を信頼する消

費者も次第に増え、食品事業者の対応に関しての信頼感も向上してきました。しかし、福島県

の畜産物に対する商品価値評価を問う調査では、被災地以外の地域の食品に比べて福島県の農

畜産物に対する評価は依然として低く、その他の地域の8割以下の価値評価しか見せませんで

した。同時に、知識の豊富な層は購買意欲が高いのに、やや知識レベルが低く中途半端な知識

を有する層の購買忌避感情が際立っていました。そのため、平成29年度においても、食品中

の放射性物質汚染のリスクを消費者がどのように認識しているか、食品中の放射性物質に関す

る知識がどの程度定着しているかなど、これまでの調査と関連する事項について引き続き調査

を実施し、その成果についてきめ細かい情報提供を継続することが必要と考えられました。

これまでの事業で、福島県での放射性物質汚染の厳重なチェック体制や国の基準値の根拠と

安全性について解説してきました。これらは、消費者の理解醸成のために一定の効果がありま

したが、上述のように放射性物質に対する極度の忌避感情を完全に払拭するには至っていませ



3

ん。全国、とりわけ首都圏の消費者の購買意識に関する感情の推移を調査し、全国的な調査成

績と比較することにより、有効な対策を見出す必要があります。また消費者に対する情報提供

手段として、少人数で開催するサイエンスカフェは、首都圏の消費者の理解醸成に著しい効果

があったものと思われ、継続的に開催していく必要があると思われます。本報告書は、このよ

うな状況の中、平成29年度に私どもが行った事業全体の概要報告、消費者意識の全国調査成績、

インターネット上で発信した情報とその閲覧状況に加えて、サイエンスカフェの開催報告につ

いてもまとめたものです。これまでの我々の活動およびこの資料が僅かでも被災地、特に福島

県畜産業の復興に役立ち、一日でも早く被災前の状態に戻ることを祈っています。

2018年3月
東京大学大学院農学生命科学研究科

附属食の安全研究センター長
関崎　勉
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